
平成12年（2000年）鳥取県西部地震
（確定報）

平成１４年１０月１０日

消 防 庁

１ 地震の概要及び被害の状況

(1)地震の状況

① 発生日時 平成１２年１０月６日１３時３０分

② 震央地名 鳥取県西部（北緯35度16.5分、東経133度20.9分）

③ 震源の深さ １１㎞

④ 規 模 マグニチュード７．３

⑤ 各地の震度 （震度５強以上）

震度６強 鳥取県 日野町根雨、境港市東本町

震度６弱 鳥取県 西伯町法勝寺、溝口町溝口、境港市上道町、会見町天万

岸本町吉長、淀江町西原、日吉津村日吉津

震度５強 鳥取県 米子市博労町

島根県 安来市安来町、仁多町三成、宍道町昭和、

岡山県 哲多町本郷、落合町西河内、新見市新見、美甘村美甘

大佐町小阪部

香川県 土庄町甲

⑥ 津 波 この地震による津波はなし

(2)人的・物的被害状況

別紙のとおり

(3)避難（避難勧告）の状況

・最大時（島根県及び鳥取県内）４４世帯 １１６名

・鳥取県 溝口町 １世帯 ７名（解除 平成14年3月20日17時00分）

２ 災害救助法の適用状況

10月6日 鳥取県 米子市

境港市

西伯郡西伯町

西伯郡会見町

日野郡日野町

日野郡溝口町

島根県 安来市

伯太町

（震度５弱以上を観測した団体）３ 地方公共団体における災害対策本部等の設置状況

(1)鳥取県 災害対策本部→災害復興本部（11月2日19時40分）

(2)島根県 災害警戒本部→解除（11月17日17時00分）→地震災害復旧本部（11月19日）

(3)岡山県 警戒体制→災害対策本部→警戒体制→解除（10月16日10時00分）

(4)香川県 災害対策本部 →解除（10月6日20時30分）

(5)広島県 警戒体制→注意体制→解除（10月10日17時00分）

(6)徳島県 災害対策警戒本部→災害対策連絡本部→解除（10月7日8時30分）

http://www.fdma.go.jp/html/infor/121006tbessi.PDF


４ 消防庁、地方公共団体及び消防機関の対応

消防庁の体制(1)

10月6日 13時41分 消防庁災害対策本部

11月2日 20時40分 消防庁災害対策室

消防庁の対応(2)

10月6日 13時41分 気象FAXを受信（震度６強）

13時43分～ 震度４以上を記録した県に対し適切な対応及び被害報告について指

示及び、当該地域を管轄する消防本部に直接被害情報の問い合わせを

開始した。

消防庁長官が島根県に対し広域航空消防応援の要請を行い、神戸市

及び広島市に対し広域航空消防応援及び緊急消防援助隊の出動要請を

行った。

徳島県及び香川県の各知事から消防庁長官に対し消防応援の要請が

あり、これに基づき大阪市に対して広域航空消防応援の要請を行った。

10月7日 8時～18時30分 政府調査団に防災課長ほか２名を派遣

（10月6日以降逐次、関係地方公共団体及び消防機関からの被害情報収集、応急対策に関す

る連絡調整等を実施）

地方公共団体の活動(3)

① 鳥取県においては、１０月６日以降被災市町に対し、災害応援のため職員を派遣、また食料等

の調達、配付

② 島根県においては、１０月８日以降被災町に対し、災害応援のため職員を派遣

消防機関の活動(4)

10月6日 ・各県防災ヘリ及び各市消防局ヘリが被害情報収集等のためフライト

（鳥取県、島根県、広島県、広島市、神戸市、大阪市）

・鳥取県下広域消防相互応援協定により、中部ふるさと広域連合消防局１隊

（３名）を西部広域行政管理消防局米子消防署へ派遣

10月7日 ・東部広域管理組合消防局及び中部ふるさと広域連合消防局→西部広域行政管理

組合消防局米子消防署へ派遣

５ 消防団の活動状況

消防団は、発災直後から10月22日まで、給水、二次災害防止、復旧、巡回等の活動に従事

しており、延べ人員で鳥取県2,502名、島根県1,753名、岡山県407名などとなっている。

問い合わせ先

震 災 対 策 室

課 長 補 佐 武 田

事 務 官 相 川

ＴＥＬ 03-5253-7527（直通）

03-5253-5111（代表）

内線 7852,7856



別紙

鳥 取 県 岡 山 県 島 根 県 大 阪 府 広 島 県 香 川 県 兵 庫 県 和 歌 山 県 山 口 県 徳 島 県 合 計

人 0

人 0

重 傷 人 31 5 2 1 39

軽 傷 人 110 13 9 3 3 2 1 1 1 143

棟 394 7 34 435

世帯 402 7 30 439

人 1,151 19 114 1,284

棟 2,494 31 576 3,101

世帯 2,585 31 469 3,085

人 8,120 98 1,816 10,034

棟 14,134 943 3,456 2 6 2 1 18,544

世帯 13,924 941 3,015 2 6 2 1 17,891

人 39,991 2,867 11,402 4 9 6 3 54,282

棟 169 84 1 254

棟 2,899 40 1 3 2,943
流失・埋没 ha 0

冠 水 ha 0
流失・埋没 ha 0

冠 水 ha 0

箇所 169 205 154 172 700

箇所 17 5 22 3 47

箇所 581 34 43 8 1 667

箇所 20 2 22

箇所 48 9 21 78

箇所 91 18 1 110

箇所 30 1 31

箇所 6 2 8

箇所 348 18 1 367

箇所 1 1 1 3

隻 5 5

戸 5,744 685 335 7 30 6,801

回線 134 2 136

戸 9,277 3,017 5,109 17,403

戸 71 71

箇所 1 1

世帯 2,987 38 499 1 3,525

人 9,271 114 1,930 3 11,318

件 0

件 0

件 0

千円 859,605 279,870 379,826 25 1,519,326

千円 7,318,802 38,479 1,184,090 41 8,541,412

千円 23,068,048 924,762 1,540,449 1 25,533,260

千円 5,442,278 95,151 122,905 8 5,660,342

千円 36,688,733 1,338,262 3,227,270 0 75 0 0 0 0 0 41,254,340

団体 20 16 10 35 81

千円 200,811 2,000 106,295 309,106

千円 63,216 268,472 331,688

千円 80,490 2,900 1,709 85,099

千円 1,359,258 4,000 1,363,258

千円 1,819,570 149,214 779,260 2,748,044

千円 9,631,679 905,136 5 10,536,820

千円 49,843,757 1,496,376 5,288,142 0 80 0 0 0 0 0 56,628,355被 害 総 額
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